
再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

担 当 課 対馬振興局 土木出張所

担当課長名 :江頭 康治

その い に

るがあ

の

と

事業
区分 一般国道

票業
主体 長崎県事業名 一般国道382号 健揺転橋)
延長 2  6 km起終点 自:貿薦繁鯖 希笙宵貯 至:貿鰐繁艦 希笠瞥詳

事業概要  : 一般国道382号 (樫滝拡幅)は現道拡幅及び線形改良により、走行性の向上と緊急輸送道路としての
機能強化を目的とする。

H26年度用地着手 H27年度工事着手H24年度事業化 都市計画決定 なし
供用済延長 0 7 1km30億 事業進捗率 400/o全体事業費

1, 787台 /日  (R12)計画交通量

走行時間短縮便益:28.03/30,99億円
走行費用減少便益: 1.17/1,43億円

令和 3年

2926/38.47億円

円

費用対効果
分析結果 1

1(残事業)

23

フ 5

総費用 :(残事業)/1事業全体)

[尼
持きと宮|11,何ぞξttF]

業について感度分析を実施
:B/C=1.11～ 1.36(交 通量 ±10%)
:B/C=1.14～ 135(事業費 ±10%)
:B/C=1.13～ 132(事業期間±20%)

【残事業】B/C=157～ 193(交通量 ±10%)
B/C=1.60～ 193(事業費 ±10%)
B/C=1.61～ 1.84(事業期間±20%)

事業費変動
事業期間変動

事業の効果等
ェ (ェ見道1声ム幅及び線彬改虞による走行性め向上).

H交通安全性の向上 (現道拡幅及び線形改良による交通安全性の向上)
・防災機能の向上 (災害時の緊急輸送道路としての機能強化)

関係する地方公共団体等の意見  |            :
「対馬市」より整備促進の要望が行われている。

事素屎灰厨ほ引再評価実施までの周辺環輔変1ヒ等   …  :

しており、今年度も用地取得を継続して行い、

令和7年度の事業完成を目指す。

%で

由、今 | 全のモ 業の見通 しξし

のもと、今後も引き続き事業の進捗を図り、とのプE用 取 に 日

7年度の事業完成を目指す。
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※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないこ
し し の 。



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業
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道路改築事業

道建-8 -般 回道382号
(樫滝拡幅 )

事業主体 長崎県

再評価  事業採択後lo年経過
の理由
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¬.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 備考

着エ 完了

当初

(H24茉斤去見評日両)
H24 Rl 15.0 1.84

【工事1既要】
延長2.6km
幅員5.5(7.0)m

第 1回審議

(R3年度)

事業採択後
10年経過

H24 Rフ 30,0 1.23

【当初評価からの変更概要】

軟弱地盤対策による事業賣増
法面・落石対策による事業買増

用地取得遅延による工期の延長
追加対策工事による工期の延長
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2.目 白勺日事業概要日これまでの経緯

◆目的

樫滝拡幅は、工般国道382号における
延長約2.6kmの未改良区間であり、
陰路及び線形不良区間の解消による

走行性向上や緊急輸送道路の機能強化を
目的としている。

◆事業概要

櫂滝拡幅
600m幅員=5.5(70)m

供用延長
L=420m

終
点

齢
留
零
∵
直
齢
進
涌

延長

L=290m
供用

髯

憩

更

督

厳原至

イ″斗

計画延長等 L=2.6km

幅   員 W=5.5(7.0)m

計画交通量(R12) 1,787平卦

◆事業経過

至 比日勝

3

◆標準断面

□ 現道
‐ 整備中

‐ 整備済

事業進捗率 400/る (事業費ベース)
用地進捗率 9190(面 積ベース)

(R3.3末 )

平成24年度 事業化

平成26年度 用地買収着手

平成27年度 工事着手

令和2年度迄 710m供用開始

3,事業の効果・必要性

<走行性の向上および緊急輸送道路の機能強化>
・幅員狭小及び線形不良により通行に支障をきたしており、事故等も発生している。

・緊急輸送道路モあるが、上砂災害危険個所がある。

・遭路改良による通行車両の走行性の向上および交通安全性の向上が期待される。

R

全体計画延長〓2,600m幅員=5.5(70)m

=  R=2

至

淋

=40m

〇 幅員狭小、線形不良

o土 石流危険渓流
◇ 事故発生箇所

35m

4

至 比田勝

R=25m

25m

R=40m



4.事業の進捗状況 (事業費の増加 )

事業費増の内容 増額 主な増額理由

①軟弱地盤対策 約 85億円 地資調査及び道路詳細設計の結果による軟弱地盤対策の追加

②法面対策・落石対策 約 4.5億円 地質調査及び道路詳細設計の結果による法面対策・落石対策の追加

【事業費増】
15,0億円(前回)
⇒30.0億円(今回) 労務費や資機材等の単価上昇等③その他 約 20億円

計 約 150億円

軟弱地盤対策区間L=460m

至 厳原

″っデ∋藍
r

落石対策

勝

①

法面対策

4,事業の進捗状況 (事業費の増加)軟弱地盤対策

軟弱地盤対策区間

①

鶴

至 比田勝 当初

変更 :地質調査の結果、買岩の分布は河床から深い位置
にあり、軟弱地盤である礫質上があることが分かつ

変更 (補強土壁工+軟弱地盤対策)

礫質土

(N値 11)

＼
更岩

6

事業資増の内容 増額 主な増額理由

①軟弱地盤対策エ
の追加

約 8.5億円
地質調査の結果、支持層が想定より深い位置にあった

ため、軟弱地盤対策が必要となつた。

当初:既存地資資料から、 たヽ

中

(Nl菅L433)
EPルートパイルエ



4.事業の進捗状況 (事業費の増加)法面対策 H落石対策

事業費増の内容 増額 主な増額理由

②法面対策・落石対策の
追加

約 45億円
地質調査の結果、割れ日の発達した岩が確認されたため、
法面対策が必要となつた。また、斜面上部には転石・浮石の
分布が確認され、落石対策が必要となつた。

法面対策

表 2-2切土法面及び斜面崩壊の崩壊形態 コア写真

当初(モルタル吹付工)

落石対策

浮石・転石

変更 (落石防護柵工)変更(吹付法枠工)

7

③受け盤の斜面や割
れ日の発適した岩
のか
'面

が前方へ転
倒・崩

"建

する。

受け盤の転鰤J,lll壊
(Toppting〕

[tl

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】Rl(前回)→R7(変更)
・線形不満、相続多数、代替地要求等により用地取得に時間を要しているため。
・軟弱地盤対策・法面対策B落石対策等の検討及び工事により工事期間が延びているため。

L      
全体計画延長〓2,600m_幅員=5.5(70)m   J

1教
弱地盤対策

落石対策

相続多数

法面対策

代替地要求
変更

至 厳原

″淋

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Rl
測詈・設計

用 地

工 串

E〉

8

H24 H261H27 H28 H29 H30 R生 R2 R3 R4 RS R6 R7
測量・設計

用地

工事

当初

至 比田勝

線形不満



5.事業の投資効果

◆ 果 (B/C)

〔費用〕      ‐
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕
・バス交通量の増

〔マイナス要因〕
・事業費の増
ユエ期の延長

〔その他の要因〕
・費用便益分析マニュアルの改定 (プラス要因)
→貨物車原単価 (価格)の増加

◆ B/Cでは計測できない効果
・緊急輸送道路の防災機能強1ヒ

9

◆ 一般国道382号における延長約2.6kmの未改良区間であり、走行性の向上及び交通安
全性の向上に寄与する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約40%[12.0億 円/30.0億円1(令和3年度末)であり、

用地進捗率は面積ベースで約91%となつている。

◆ 対馬市からも整備促進を要望されている。

◆ 事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれる。

今回評価

(令和3年度)
項 目

前回評価

(平成24年度 )

1.75=29,26億円/16.フ4億円残事業

全事業 1.84=21192億円/11,93億円 1.23=38.47億円/31.17億円

6.対応方針 (原案 )

対応方針

(原案)
継続

10



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所 )

担 当 課 :島原振興局道路第一課
担当課長名 :大田尾 孝則

し しの 弓| 用いて

事業名
一般県道礫石原松尾町停車場線 (西工区 ) 長崎県

自:貿澪黛壼齢 譜苛 至:貿鰐紫豊齢 監群 0.8 8km醒終点

般県道礫石原松尾町停車場線 (西工区)は、島原市西町内を現道拡幅により整備し、島原
道路へのアクセス向上を図り、地域の物流効率化による産業振興を支援する事業
事業概要  :一

H29年 度事業化 都市計画決定 なし R2年度用地着手 R3年度工事着手
全体事業費 9. 5 用済延長31 30/0 km

計画交通量 2, 705台 /日 (R12)
費用対効果
分析結果 1

1(残事業)

31

90

総費用  I(残事業)/(事業全体)

[昆
持暮と曽1/1子写|;H  ] 走行時間短縮便益:118/118億円走行費用減少便益: 04/0.4億円

令和 3年

0,I 01 円

2/12.2億 円

職庁又倉低9佑黒…∴… 1残事業について感度分析を実施
【全体事業】交通量変動 :B/C=1.18～ 1.44(交通量 ±10%)

事業費変動 :B/C=1.20～ 1.45(事業費 ±10%)
事業期間変動 :B/C=1.25た 1.37(事業期間±1年 )

【残事業】B/C=172～ 2.09(交通量 ±10%)
B/C=174～ 2.10(事業費 ±10%)
B/C=1.32～ 198(事業期間±1年 )

スに

地域の物流効率化による地域活力の向上

へのア

関係する地方公共団体等の意見

島原市より整備促進の要望が行われている。

の 捗 状 残 : の

図り、令和 5年度の事業完成を目指す。
31%の進捗である。今後も引き続して2 で 310/0

ヽの

を図り、令和 5年度の事業完成を目指すの の

|

対応方針 I事業継続

事業の必要性を考慮した場合、事業継続が妥当と判断される。
対応方針決定の理由

B

県長

剪
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B

1 50特 1

西工区
Ｗ
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※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
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令和3年度 第 1

長崎県公共事業評価監視委員会

ロ

道路改築事業

道建-9 -般 県道礫石原松尾町停車場線
(西工区 )

lil

事業主体 長崎県

事業採択後5年経過
再評価
の理由

一́
ヤ
ト
一

一
一Ａ
　
．

と
'

1

1.審議経過

【工事概要】
延長0.70km
幅員55(7.0)m

H29 R2 3,0 2,23

1.31

【当初評価からの変更概要】
構造変更等よる事業資増額
物件調査結果による補償資の増加
大型補償物件による工期延長

事業採択後
5年経過

H29 R5 9.5

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

至雲仙市

(仮 )出平 IC

西町

至礫石原

西町

*
イ !`ィ

1.1推
`

◆ 目的

一般県道礫石原松尾町停車場線「西
工区」は、島原市西町内を現道拡幅によ
り整備し、島原道路へのアクセス向上を
図り、地域の物流効率化による産業振
興を支援するものである。

◆事業概要

標準断面図

150略

島原道路

至南島原市

・事業進捗率 31%
(事業費ベース)
《令和3年 3月 末》
・用地進捗率 31%
(面積ベース)
《令和3年 3月 末》

,

◆事業経過

計画延長等 L=0,88km

幅   員 W=55(70)m

計画交通量(R12) 2,705台

3

済

中

道

備

備

現
整

整

□
一
□
□ 島原道路

平成29年度 事業化

令和2年度 用地買収

令和3年度 工事着手

3.事業の効果・必要性

国場整備

路る

団場整備

・県内有数の農業地帯を通過する路線
であり、地域産業・生活を支える重要な
路線である。当該事業区間は、需庁物
の出荷車両の通行も多く、沿線にはク
リーンセンター、リサイクルセンター、生
ヨンプラント等が立地しており、多くの人
型車が通行している状況であるが、幅
員が狭小で見通しが悪く、車両の円滑
な通行に支障をきたしている状況にあ
る。

・「西工区」は、島原市西町内を現道拡
幅により整備を行うことにより、地域連
携の強化並びに、島原道路へのアクセ
ス向上を図り、地域の物流効率化によ
る産業振興を支援するものである。

全体延長

易
＞
）

得
島原復興開発 t′

'n

リサイク

●

広域ク
●
リーンセンター ザ

li霞
:

包
:改 良済区問

i未改良区問

:事業中区間

$

淳
ぉ
轟
ェ
即
ｎ
Ｗ

54riル 1町

立望〕臣,
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4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

至雲仙市

(仮 )出平 IC

2.土エ

至大手原

*

島原道路

至南島原市

【事業費増】

3.0億円(前回)
⇒9.5億円(今回)

当初、大塚橋の橋梁架け替えは想定していなかつたが、道路詳細設計の結果、改良済

み区間の道路線形と整合を図る必要があり、大塚橋の架け替えが必要となつたため、橋

梁架設工の追加により、1.3億円の増となる。

①

道路整備区間
の道路中螂線

島原道路

A―A 至南島原市

1.橋梁架設エ

1.橋梁架設エ

改良済み区間
の道路中心線

A

3.補償物件

5

/

一

一

■

，

6

事業費増の内容
増額 主な増額理由

工種 内容

生 橋梁架設エ 大塚橋架け替え 約 13億 円

1巨路詳細設計の結果、改良済み区間の逼岬

鰊形と整合を図る必要が生じたため、橋梁纂
.t工弁韻加

2 土エ 路床置換エ 約 02億円
咆質調査の結果、道路拡幅部の土質が悪
かったため、路床置換王を追加

3 補償物件 構内再築補償 約 40億円
直路詳細設計後の物件調査の結果、一部切

り取りによる補償が困難であつたため、構内
再築による補イ豊に変更

4 その他 約 10億 円 力務単価および諸経費率の上昇

計 約 65億円

4.事業の進捗状況(事業費の見直し)

(仮 )出平 IC

至大手原

序

事業費増の内容
増額

工種 内容

1 橋梁架設エ 大塚橋架け替え 約 13億 円A
大塚橋



4`事業の進捗状況(事業費の見直し)

地質調査の結果、起点側の520m区間について、道路拡幅部の上質が悪く、路床改良
が必要となつたため、路床置換工の追加により、O.2億円の増となる。

2.土工
調査No.3 調査No4

/

*

*

女
調査NO.1

路床改良有 足各床改良無
島原道路

至南島原市

当初、一部改造等による補償を想定していたが、道路詳細設計後の物件調査の結果、
一部改造等による補償が困難であつたため、構内再築による補償に変更となり、補償費
が4.0億円の増となる。

m

」

“
　

“

7

一
．ｉ

主ィ

補償物件B

3.補償物件

∫,出

.

ピ  I

く島

(仮 )出平 IC

口

国
□

事業費増の内容
増額

工種 内容

2 上 ェ 路床置換エ 約 02億円

4.事業の進捗状況(事業費の見直し)

(仮 )出平 IC

事業費増の内容
増額

工種 内容

3 補償物件 構内再築補償 約 40億円

8

ω
.ri

*



4.事業の進捗状況(事業期間の見直し)

【完了工期】R2(前回)→R5(変更)

下記の理由により、事業期間の見直しを行う。

日大塚橋の架け替えが必要となつたため、測量調査設計に時間を要したこと。
日補償物件が構内再築による補償に変更となったため(移転期間に不測の日数を要する。
日大塚橋の架設工事の追加に伴い、工事期間の延長を要すること。

H29 H30 Rl R2

測量調査設計

用地・補償

工事

H29 H30 Rl R2 R3 R4 R5

測量調査設計

用地・補償

工事

9

5.事業の投資効果

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費、道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・走行時間短縮、走行経費減少、交通事故減少

〔マイナス要因〕
・事業費の増
・工期の延長  i
〔その他要因〕
・費用便益分析マニュアルの改訂
→貨物車原単位 (価格)の増加

項 目
前回評価

(平成29年度)

今回評価

(令和3年度)

残事業 1.90=12.20億円/6.41億 円

全事業 2,23=6.38億円/2.86億 円 1.31=12.20億円/9,31億 円

10



6.対応方針 (原案 )

◆ 島原市西町内を現道拡幅により整備し、島原道路(仮称 :出平IC)へのアクセス向上
を図り、地域の物流効率化による産業振興を支援する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約31%〔 3..0億 /9.5億〕(令和2年度末)であり、用地進
捗率は面積ベースで310/oとなつている。

◆「島原市」から整備促進を要望されている。

◆ 事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が見込まれると

対応方針
(原案)

11



再評価結果 (令和3年度事業継続箇所)

の 用いて

土

担当 長 平野 仁郎

※
※

21.4ha
留庸詣立山5丁目 ほか

H20年度工事着手H24年度用地着手H24年度事業化 都市計画決定 あり
O ha12.8% 供用済延長業進捗率39.7億全体事業費

計画交通量
B/C

令和 2年
尋
素
隻
〒
俄

る

事 業 費:3.73/56165億円
維持管理費:2.45/2,98億円 間接価値

6.43/9172億円
86.60/113,39億 円

ｒ

ｌ

ｌ

Ｌ

よ
，

がどのように変化するか検討した。

ア
イ

ウ

03/123.11億円6.17/59.63億
2. 06

15. 07

2.26～ 1.97(± 10%)
2.05～2.11(± 10略 )
2,05～2.11(± 1年 )

用
期

費

エ

事業の ,

で の

こる恐れがある。ス でコ ロ ン スよ

のの

令和8年度の事業完成を目指す。
、用 進捗しており,今年度も工事を継続して行い

で し

している。

コて)い

当と判の

ヨ

エ牟

長 峙 県

事業面積 21.4ha

総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致ぃないことがある。
し の 。



令不□3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

I

道維-1 都市公園事業
金比羅公園

長崎市事業主体

事業採択後10年経過再評価
の理由

ギ:

・
|:i!―

~

ヽ

ヽit

一一一当

書凛撮過 再評価の理由
工期 事業資

(億円)
B/C 概要

猫エ 完了

当初

(H25頼鶏)
H24 R3 39,7 2日08 事業規模A=21.4ha

第■回書鵬
(贈 )

事業採択後
10有F網馴邑

H24 R8 39。 7 2.06



2.目 的日事業概要いこれまでの経過

◆目的

広場や回路等を整備しみどり・健康田ふれ

あいの場とするとともに、公国利用者の利便

性の向上及び快適性を増大させるため整備
するもの。

回路標準断面図

進捗率 (令和元年度末)

事業進捗率 :1396
用地進捗率■0096

本公園は、緑豊かな自然を有する公園であり、山頂からは市街地全体を見ることがで
き、歴史的にも長崎金星観測碑、戦時中の砲台跡 (慰霊碑)の史跡もあり、ハタ揚げ大会
等も定期的に開催され、登山者はもとより、多くの市民から利用されている公園である。
しかしながら、本公園は、車両が進入できず、駐車する場所もないため、利便性が低い
公園となつている。そのため、本事業において、中腹まで車両で進入し、駐車することが
できるよう回路と駐車場整備等を行い利用者の利便性及び快適性を向上させるため整
備を行うものである。

事癖画犠 21.lha

:′
れ`自建麟 遊歩道日展望台等

W朝`0(7.0)m

用地翼収着手

‖21～26年度 設計業務実施

H29年産 回路工事着手
“

未整備

H 着手済

3.事業の効果・必要性

令和2年度の工事実績



4.事業の進捗状況 (事業期間の延期 )

【完了工期】
R3→R3(変更)

田用地取得に期間を要したこ

と、また、工事を行う際に歩

行者の通行に配慮し、回路

を切り替えながら施工を行う

必要があることから、事業期

間を延長するもの。

未豊常と

.雪!ζ
ミ
::::Eli

喜彙区燈  A=21.4ha

5.上位計画への位置付け・関連事業の状況

◆上位計画

◆該当する主な施策
・暮らしを守る緑の保全
B歴史、文化、自然とふれあう緑の拠点づくり

◆その他
・風数の維持が必要な区壌

◆関連事業
・予定なし

計画名 法令 策定

長崎市緑の基本計画 都市緑地保全法第2条の2 H13.10



6.社会経済情勢等の変化

・現状では、金比羅公国にて大きな変化は見受けられないが、コロナウイルスの影響なども
あり、回路や公田施設を整備することで、オープンスペースである金比羅公口利用者の更
なる増につながる可能性がある。

◆近傍の総合公園(※)利用者集計
年度 公園利用者数 (人 ) 対H29年度比 備考

H29 75,8o0 コロナ前

H30 8為800 ■.07 ″

Rl 112,300 1.18 コロナ後

※稲佐山公口広場利用者の推移。
※1∞木未満切り捨て

7と 地元等の意向

◆地区住民や公国の中に建立された金刀比羅神社はもとより、金比羅公国で例年春頃
に実施しているハタ揚げ祭り関連団体である、金比羅公園ハタ掲げ振興会からも、整備
の促進が要望されている。

ハタ揚げ祭り実施状況

式 奥 ハタ損げ状況



8.事業の投資効果

◆ 用対効

〔費用〕
B整備に要する事業費(工事費、用地費)、 維持管理(50年間)に要する費用

〔便益〕
・ 直接的利用価値(健康、レクレーション空間等の提供)
日間機的利用価値(都市環境維持及び改善

E都市景観提供日都市防災機能)

〔マイナス要因〕

P工期の延長
日労務費や資機材等の価格上昇

録量謎 務?場
とすると
|も
に、公園利用者の利便性

?

◆事業進捗率は事業貴ベースで26%となり～用地の取得については
100%完了している。

◆地区住民や公国の中に建立された金刀比羅神社はもとより、金比羅公園で例年春頃に実

施しているハタ揚げ祭り関連団体である、金比羅公園ハタ掲げ振興会からも、整備の促進が

要望されている。

◆現状では、金比羅公園にて大きな変化は見受けられないが、コロナウイルスの影響などもあ

り、回路や公園施設を整備することで、オープンスペースである金比羅公国も利用者の更なる

増の可能性がある。

の妻紀樫段写岳翠解斎雷着皐皇ぷ亀醒穂留      戸
た`アロ†
禍による生活様式

,ど

◆以上の理由により事業継続としたい。

対応方針

(原案)
継 続

今回評価

(令和3年度 )項 目
前回評価

(平成25年度 )

15.07=93.03億 円/6.17億円残事業

2.06〓 123.11億 円/59.63億円全事業 2.08■■5.39億円/55.40億円



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

弓I 用いて

:大村市 河
'I当課長名 課長

の

事業
■体 大村市1琶蓉 _!大村市総合運動公園都市公園事業

手葉名

面積 9. 6 ha起終点 自:貿薦驚笑科幣薫荒蒔 至:貿蕗驚珊 薫荒蔚

以外でも多くの人が利用できる施設の整備を図る。

に、して ンスポエ民の市実すると共と 運動公園を充ンの場生涯スポー高齢化社会での健全
てし スポ場進の と健康増しと 的大会 応に対 るでき を整備し、環境 幼児の遊びや高齢者の市 て組織中核都

H13年度工事着手H13年度用地着手都市計画決定 ありH13年度事業化
3. 5 7ha用済面積72.0%全体事業費 46.0億

計画交通量

脚 〕令和3年
1 3. 47 円億

I9, 61億円用価値 2/60.

4, 53/143.用価値 86億円

総費用:…Ⅲl残事業)/1事業全体)

[尋
麓とヨギ奪浄郎]

費用対効果
分析結果

3, 04
3. 04

l残事業)   1. 04

人口世帯数の変動 :B/C=2.81～ 3,27(人口世帯数±10%)

事 業 費 変 動 :B/件3.00～ 3.08(事業費 ±10略 )
事 業 期 間 変 動 :B/併3.04～ 3.04(事業期間±1年 )

【残事業】B/C=0.27～ 1.81(人口世帯数±10%)

B/C=0.97～ 1.11(事業費 ±10%)
B/C=1.01～ 1.07(事業期間±1年 )

業について感度 を実施

―ツ・レク エーション振興及ヤ け
B心理的な憩いの提供

しみながら憩うことのできる場が欲しいとの意向。いの場も少ないため、自スポーツ施設のみなら

辺地域の人日、生徒数は増加しており、当該公園に対するニーズは高まつている。
で の

%で、用地進捗は100%と進捗している。事業認可の変更

、ヽ今年度も用地取得を継続して行い、令和10年度の供用開始を目指す。

の 8ので まで 事業進捗率末事業認現 可 和2年度令

し

に実施し、令和10年度供用開始を目指し、用地取得・整備を実施する予定。可の変更を令和3年

1

位置図

,
凡例

中中 都市計目i決定区】環

第 1朗事業 第2知事業 第3期事業

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の 係で内訳の合計と一致しないことがある。
し の



令和 3年度 第 1回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

大村市総合運動公園

再評価対象事業 位置図

道維二2
都市公園事業
大村市総合運動公園

事業主体 大村市

再評価
の理由

再評価後5年経過

1.審議経過

審議経過 再翻 西の理由
I期 事業資

(億円)
B/C 概要

若エ 完了

当初

(H13)
H13 H20 38.55 1,48

第 1回審議

(H23)

再評価後
10年経過

H13 H26 39.7 3.55

都市計画決定面積22.10haのうち第1期

事業9.6haを 整備する。
・多目的広場 (ソフトボール鼎 面)
・テ三スコート14面
・グラウンドゴルフ場2面
。広場 (冒険ゾーン)

第2回審議

(H28)

再評価後
5年経過

H13 H33
(R3)

39.5 3.22

都市計画決定面積22,10haのうち第1期

事業9.6haを 整備する。
・多目的広場 (ソフトボール場4面 )
・テ三スコート14面
・グラウンドゴルフ場2面
・広場 (冒険ゾーン)

第3回審議

(R3:今回)
再評価後
5年経過

H13 R10 46.0 3.04

都市計画決定面積22.10haのうち第1期

事業を拡大し11.70haを 整備する。
・多目的広場 (ソフトボー)レ場4面 )
。テ三スコニト14面
・グラウンドゴルフ場2面
・広場 (冒険ゾーン)
・休憩広場



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

【目的】

・ 近年の健康志向の高まりと高齢化社会を迎えた今般、楽しい

スポーツ施設の充実(青少年の健全育成、生涯スポーツ普及
の二ニズに応える体育施設の拡張整備の必要性が生 じている

▼
・ 幅広い世代におけるスポーツ iレクリエーション拠点の整備
・ 市民の憩いの場の整備

【事業の概要】             '      を

事業地 :大村市黒丸町
都市計画決定面積
A=22.10 ha

事業面積 :A=9.60 ha

(現事業認可面積)
公園の種類 :運動公園
事 業 進 捗 率 :84% (R元 年度末時点)

用地の進捗率 :100% 9.60ha

【事業が地域に及ぼす効果】
。幅広い世代におけるスポーツ ロレクリエーション振興及び

健康増進
。心理的な憩いの提供

【事業の必要性】
・ 公園近隣の区域で宅地化が進行し、人口増加に伴い公園が

不足 している
。スポーツ大会の開催や小中学校のレクリエーション利用な

ど、スポーツ ロレクリエーションの振興に寄与する

第 2期事業 第3鶏事業

抑
柳
柳
２３，０００２２，Ｓ。。２２，０００２．，５。０２．′。００

L竹松地区計

平成29年  平成30年  平成31年   令和2年
竹松地区の近年の人口推移

●

　

　

一
▼翼路 __

3.事業の効果田必要性

令和3年



4.事業の進捗状況

【事業の進捗状況】
全体を3期に分けて整備を予定している
事業認可は第 1期事業
(9.60ha)について受けている
令和元年から令和2年において
Vロ ファーレン長崎の立地の要

望があり検討協議に期間を要し

たため、進捗が遅れた
日部分供用を開始 しており、国体

等の大会場所となっている

該当公園使用状況

第 1絡事業 第 2期事業 第3朗事業

H26年 長崎がんばらんぼ口体 ソフトボール会場

R5年 3月 高機生 ソフトボエル全国大会 予定

小学生、中学生の全国・県大会予選会場

障害者スポーツ大会予選会場

毎年

長崎県ねんりんピック グラウンドゴルフ・テニス会場

大会名年度

5.上位計画への位置付け・関連事業の状況

【各種計画での位置づけ】

大村市総合計画の政策「ゆ
とりと潤いのあるまちづく

り」に「公園 日緑地の整

備」として大村市総合運動
公園の整備が位置づけられ

ている

大村市立地適正化計画の将

来都市構造において、「自

然 ロレクリエーション拠

点」として位置づけられ、
市民 H来訪者が自然と親 し
み交流する場とされている

≪大村市将来都市構造図≫

メ 0中

'発
｀` |

‐■卜 石■
=|.

,手 f↓ til
新大村駅膳l辺地区/大将駅周辺地区

車両基地周辺地区/
医療センター周辺地盛

遭鈍鰤 寝舗拶/
三浦地区

ウ,■■●|

市民病院倒辺

医療センター周辺

^ガ

言

慧 輩
郷ヽル→ |_■



【社会経済情勢等の変化】・
嘉輩啓ズ曽尾筆然素進ごぞ:;をている区域であり、今回に
。事業計画地周辺における小

!窪〒擦ス畳霜痣箸発ぞ蒸曇ナ遠足等の学校行事におぃて、
るなど苦慮されてぃる

※赤字は、事業計画地周辺における小・中学校

【地元の意向】
。大村市では、令和5年春に当

ヨ了を望む声が上がぅてぃる

いる

1塗媒:軍今そ「 意
ども議会において、早期の施設整備の要

竹松小学校 34 984 2 5km 県内1位
3C 87フ 2 3km l男し童数 県内4位
1 307 2.3kれ
23 66C 1 4,9km
1 97E 5.7km
65 6.4km

8 103 1 9km
47 3.91

小学校児童数
備考

学級数 児童数 禁畠〒習

桜ヶ原中学獲
~

2G _73コ  3.8km
郡中学機 6551 lokm

1 _55釧 7,9km~
1 5191 5.3km~
15 99018.4k暦

計 43 _  1 ,3921

中学校生徒数
備考学級数 生徒数 禁禽祭留



。社会申経済情勢の変化や地元の意向を踏まえ、自然と親し
みながら憩うことができ、周辺地域の小 B中学生が利用で
きる休憩広場まで事業拡大し、11.70haを 1期事業とする一。
第1期事業拡大により、事業費が6.5億円増加する

第 1期事業 第 2期事業 第3期事業

凡例

冒 第 1期事業

一 部市計画決定区壕

期

間

Ｈ・３

一一

Ｒｌ。

H13

‖33(田 ) 1

面

積 11,70ha9,60ha島
事
業
費
39.5億円

i
46.0億円

第1期事業
第1期事業
拡大後

◆ 費用対効果(B/C)

〔謂
期
ず
する事奉費に 事費、層喰 事務敵 維持なら引こ整仰こ要する費れ

〔多釧
価値、間接利用価値

〔ごヨiヨ島旨ξ:仁言詩磐琶豊晏身暑塾|イ
i奥罠I評整郵竪皇鍵里看農緊協縫器|こよる商讐″用便4の向上

コ事業期間の延長
色労務費や資機材等の価格上昇

項 目
前回評価
(平成28年度)

変更後を想定して算定
(今和3年度)

今回評価

残事業 写.91=44.27億 円/15,23億円 1.04耳 13.65億円/13.14億円
全事業 3.2?=159.05億円/49.37億円 3:04=204.47億円/67.乏8億円

●最傑f屍尾動婚晃魚
ェ
線ントの実施ヵ
コ
能



10.対応方針 (原案 )

社会情勢の変化

事業計画地周辺の人口増加に伴い、競技人口に対する施設数が

不足

事業計画地周辺における小 `中学校の児童生徒数が多く、公園
に対するニーズが高まり

地元の意向

体育施設の拡張整備

自然と親しみながら憩うことのできる場の整備
学校行事にも使える場や日常的な憩いの場の整備

予

【対応方針】

原案  ⇒ 見直し継続

第 1期事業区域を拡大し、エントランス・休憩広場までを含め
11.7 haとする
令和 10年度末まで事業期間の延伸



※

再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

い

担  当  課 :東長崎土地区画整理事務所 _

担当課長名 :笹原 健治

の

長崎市
事業名

東長崎縦貫線
0. 7 0km起終点

至自

ると34

区の利便性を高める事業。

に る慢性的

R2年度工事着手H29年度用地着手都市計画決定 ありH28年度事業化
o. O km用済延長48.1%業進捗率13.5億全体事業費

18, 300台 /日 (R12)計画交通量

走行費用減少便益:△3.40/△ 3.40億
令和 2年

△0.

62/24.62億 円
走行時間短縮便益: 28.03/28.

費用対効果
分析結果 1.85

2.93俄事業l

事業費変動  :B/C=1.69～ 2.05(事業費
事業期間変動 :B/併1.82～ 1.78(事業期

±10%)
±10鴨 )
±1年 )

【残事業】B/C=2.59～ 3.17(交通量 ±1011)
B/C=2.63～ 3.18(事業費 圭10%)
B/C=2 82～ 2,79(事業期間±1年 )

業について感度分析を実施
:B/C=1.67～ 2.03(交通量

旧東長崎地区の利便性を高める事業と
4

て いの

で

87% と進捗しており、今年度も用地取得及

を継続して行い、令和 7年度の事業完成を目指す。
2 48. 10′ 6で、

しい

を図り、令和 7年度の事業完成を目指す一万 の

の

し

√

札

す

。
す
コ
韓

島

長 崎 県

(>

つ

五
島

刃

ヰ

卜 0,70km、 羽「=6.5m(16.5■0標準断面図位置図

※ 総費用と総便益の値はt表示桁数の関係で内訳の合計と一致しなぃことがある。
の



令和 3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

事:業

Ｎ基

■ ヽ I■ 4‐ .
|| ′

`ヽ

!

・i ヽ | ヽ

脚
|!|=

3道維
道路改築事業
東長崎縦貫線

事業主体 長崎市

再評価
の理由

事業採択後6～9年目

(交付金事業)

Pl

審議経過 再評価の理由
工期 事業資

(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初
(H28新規評価)

H28 R2 13.5
i歯路L〓 700m
旧員W-6.5m(16.5m)

第1回審議
(R3:今回》

事業採択後
6～9年目

H28 R7 13.5 185
芭路L=700m
幅員昨 65m(165m)

P2



2.目 的“事業概妾・これまでの経緯

◆ 目的

都市計画道路東長崎縦貫線は、

国道34号の渋滞緩和及ぴ交通事
故発生時の周辺道路を含めた長時

間の渋滞発生の抑制効果、及び国

道34号ならびにその他の都市計画
道路等に接続することにより東長崎
地区における利便性を高める。・

◆ 事 概要

◆ 事業経過

延長 L=0.70km

W=6. 5m
(16. 5m)

幅員

計画交通量(R12) 18,300台 /日

平成28年度 事業化

平成29年度 用地買収着手

令和 2年度 工事着手

と=′呼噺

2工区

い 1,14鶴

3工区 | 4工区

√

或

標準断面口 (幅員W=6.5m(16.5m))

永遠 歩違

R3年 3月 末 時点

口事業進捗率:48.1%
(事業費ベース)

・用地進捗率 :870/o
(面積ベース)

将来計H
I長 ;い 1戸60

P3

3.事業の効果日必要性

国適34号(2車線区間)における慢性的な交通渋滞の緩和及び圏適、その他の都市
計画遺路等に接続することにより東長崎地区における利便性を高める。

(部)東長崎縦貫線 薄熟冊目
盛長|い1,140m

壷●済区蘭 L-2,970m

幅負【2車隷 W言 65m(405m))

4車線 い2.070m W=13.Om(22.Om) 2車線 い3,600m 眸=6.5m(16,Sm)

【京長崎績賞線】 い6,470m 幹お.5～ 19,Om(16.5～22,Om)

P4



4.事業の進捗状況

2 エ買 &隣 |

|■ 求 1

工 手爵 追
東長崎繊貫線 (清藤地区)逮捗状況

′ヽこ朗

・一

・一・一　

・・・・一
ヽ
・

【完了工期】R2(前回)→ R7(変更)
日用地取得に関し、①について、地権者の移転先との交渉が難航している。

②について、用地補償単価の不満の解決に時間を要している。
・工事については、起点及び終点恨llより施工し工事の進捗を図る。

P5

◆上位計画

!講事昌軽巳星題習謝義絆 d濱留暫教.古主罫w線
口生 活 道 路:吉賀地区も現

'II地

区.平間地区
田公 園 整 備:現川t中里〔清藤、松原

◆該
君桑乱議摯
方
雪基像を実現するための地区づくり

◆関連事業
・予定なし

②(用地補償単価の不満)
交渉を重ね年度肉の解決を目指す。

α 建物移転)
R3年度内に建物移転を完了し、その後買収

予定。

計画名 策定

東長崎都市基盤施設準備事業

〔都市計画道路口生活道路・公園整備〕
H23～

長崎市都市計画マスタープラン
Hll.10

(H2缶12改訂〕

P6



6三 社会経済情勢等の変化

・東長崎地区においく 長崎自動車道〔4車線化,及び九州新幹線長崎ルートの

事業が整備されているものの。平画交差部がないため、事業化時と比較して社
会経済情勢等の大きな変化は盟められない。

イ

一
　

オ

一
一

乳
k

一
■
一　
　
＾

ｉ
Ｆ
ｉ
ｆ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

ガ ニ

P7

|

い1,14伽

3工匡 4工区2工曇

と=,00m

7.事業の投資効果

項 目
今回評価

(令和2年度 )

2.93=24.62億 円/8.42億 円残事業

全事業 1.85=24.62億円/13.31億円

◆ (B/C)

〔費用〕
い道路整備に要する事業費(工事費、用地費)、道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・ 走行時間短縮便益～走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔マイナス要因〕
日事業期間の延長 (用地買収の遅延)

P8



堵聟甥無配理解財離籍8紹魏翌手  。
◆事業進捗率は事業費ベースで約48.1%であり、用地進捗率は面積ベィス
で約87%となつている。

◆地元自治会等より国道34号の慢性的な渋滞を緩和するため、整備促進の要

望が行われている。

◆事業効率化に大きく寄与する新たなコスト縮減は見込めず、また、代替案の可

能性はない。

P9

対応方針

(原案)



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所 )

当

当

てヽ

建設課

郎

の

事業名 2 エ

1. 8 9km起終点 貿蕗驚菰需帝袖制  至: りやちょう

厨 町

事業概要…r洋 2級市道西木場女山線 (大崎工区)は、御厨町の国道204号と1級市道横久保川内線を結ぷ
拌線道路で、通行車両て歩行者の安全性、緊急車両の円滑な通行の向上を図ることを目的としている。

H27年度用地着手 H27年度工事着手H24年度事業化 都市計画決定 なし
用済延長74. 8% 0. 8 3km全体事業費 12.0億 事業進捗率

800台 /日  (R12)計画交通量

1. 01

4. 67l残事業l [

2.81/13.04億円
事 業 費:2.81/13,04億円
維持管理費:0.01/0.01億円

走行時間短縮便益:12,79/12,79億円
走行費用減少便益:0,35/0,35億円

令和 3年

14/13.14億円

0.

費用対効果
分析結果

:占令果

事業費変動  :B/C=0.93～ 1.11(事業費 ±10%)
B/C=4.20～ 5.14(交通量 土
B/C=4.27～ 5.16(事業費 ±
B/C=4.63～ 4.71(事業期間士

％

％

０

０

事業期間変動 : .00-1,02( 間±1年 )

について を実施
B/C=0.91～ 1.11(交通量 ±10%)【残事業】

B歩行者の安全確保 (歩道整備による交通安全性の向上)
ワーツ )

して行い、令和 6年度の事業完成を目指す。
89.4%と 進捗しており、今年度も2 で 74.8%

で

エ

エ に

位置図

松浦市 守
6,750

750    2,750

全体計画み〓1.9km、 W〓 5。5(9.2銚

標準断面図
9,250

か

ィ
主

．
　

一

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



令和 3年度 第 1
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

ロ

再評価対象事業

道路改築事業
-4 2級市道西木場女四線
(大崎工区)

全体言十画  L=1 89km    W=5 50(9 25)m

,。ュ

学

一一
・・
卜、

道維

松浦市主体事業
ｉ卜・ｒ彎
・

再評価
の理由

事業採択後10年経過
F■ :導 ll
i fl._lF

劉 再冒評価の理由
工期 事業資

(億円)
B/C 棚要

着エ 完了

当初

(H24新規)
H24 H28 5.1 1,10

【工事概要】
延長1.89km
幅員5.5(9.25)m

路 1回警議
(Iや)=「 iT T一

事業採択後
10年経過

H24 R6 12.0 1.01

【当初評価からの変更概要】
福造物の変更、工法の変更による

事業資増
用地取得遅延による工期の延長



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◆目的        :
2級市道西木場女山線(大崎工区)は、御
厨町の国道204号と1級市道横久保川内
線を結ぶ幹線道路で、通行車両、歩行
者の安全性、緊急車両の円滑な通行の
向上を図ることを目的としている。

◆事業概要

計画延長等 L=1.89km

幅    員 W=5.5(9.25)rn

計画交通量 (R12) 800モ卦

◆事業経過

全体言十画  L=1 89km    W二 5.50(9 25)m
105m

市
道

4

事業の進捗率 74.896(事業資ベース)
用地進捗率  89.496(面積ベース)

令和2年度末現在
3

平成24年度 事業化

平成27年度 用地買収及び工事着手

平成30年度 485m供用開始

令和元年度 340m供用開始(計825m)

標準断面図

5(10 6.750

9,250

2.750    2,750

4.事業の効果・必要性 (地域交通の安全性向上)

く現状、間題点>
■通勤通学路線としての利用
ユ沿線に保育園や松浦鉄道西木場駅が立地し、小学校の統廃合により
旧小学校にスクールバスのパス停があり通動、通学路線として利用。特
に朝7時台に交通が集中
■歩道未設置のため歩行者の安全性が低下

I

・対象路線は1車線で幅員も狭く歩道も未設置であるため、車同士の離
合が困難で歩行者の危険性も高い
く将来交通需要と歩行者の安全性>
■交通量は増加するが、歩遺未設置の場合、歩行者の安全性が低下
・対象路線や西九州自動車道の開通等により周辺道路の整備でR12年
将来交通量は現滉交通量の約2.6倍の増加(約800台 /口 )予測
・歩道未設置の場合、現状よりも自動車交通量が増加するため、歩行
者の安全性低下が懸念

[至E:こEttEEEI″

″″Ⅲ
:ギ

0◇b

く整備効果>
■対象路線を整備することで2車線確保され、車同士の離合が可能
■歩道設置により、歩行者の安全性が向上

<現】犬>

↑↓

r ″

スクー,レ′僚
′tス停

公驚工と
百木4日ヽ

口換陰踏切の改善

整備後

歩道

庁

<整備時>

↑     ↓

Fお

蝉筆叫蝉沖

中学物口ｏ



4.事業の効果・必要性 (国道への円滑“安全なアクセス)

二朧地蟻

く西ホ娼地区(松消市御口町)の道路の現状Ⅲ間題点>
■容量が不足する国道204・号を補完する東西方向の

鞘 率葛紹嵩軽欧恥市街地を結ぷ路線は国遺204号のみ

で、日道204・号の交通量は1.3万台/日、混雑度は14と交通

容量が不足(H27道路交通センサス:国道204ヽ号松浦市御周

町北平免)
■国適204・号と国遺南側の丘陵地域を結ぷアクセス適路は

安全性、円滑性が低下
・口遭南側の丘陵地域に集落が分布
・丘陵地城から国道へのアクセス道路は(― )御厨江迎線、

(市 )西未場駅通線は、日道との変差部では鋭角交差で勾

配もきついため安全性や大型自動車の通行が困難であり利

便性が著しく低下

◎ (市)西木場駅女出線と国道204号 新設交差点部

R204 平戸市例を盟む    R204 市邁終蕉側を望む

① (―)御回江辺線と国造駆 号との交差部 ② く市)西木飼駅道漁 と田道204号等との交怪部

交差部付近の盆カープ国道に近接する踏切

国適204号 渋滞状況

□適への患勾配での概続   団適との鋭角交差

■葛忌下葛諷 1韻

ф

転
手

驚日
国
回
国
国

軒

齋

で

ユ

れ

【事業資の増加】5.1億円(新規)→ 12.0億円(今回)

事業資増の内暮 増 領 主な増額理由

①工法等の資更 約1.0億円 法面保護として植生工としていたが掘削後に凝食を撮けやすし

②工法学の吏更 約悧は円 発生土について工事間流用を予定していたが、軟翻等のため処分場への機襲が必要となつた

◎工法等の資夏 約2.5億円 地盤が軟蜀であることが確認されたため、路床改良等の対策や格梁の構造査夏が必要となつた

④工法等の資夏 約0,4億円 工事増に伴う園連する仮設■(交通管理等)の増が必要となつた

⑤その他 約1,1億円 材料貴・人件費等の単価上昇

針 約80億円

(市 )西木場女山線

(市 )積久保川内線

■法面保臣工(吹付工)

防車土吹付
E軟爾路床土対策
サンドイッチ舘装エ

(Fe石 灰処理土使用)
■濃河移式喪夏 (田桑→精梁)

畑雄精 (架設済)

国道204号

対策前 対策(吹付工)



5.上位計画への位置付け口関連事業の状況

・松浦市総合計画 (2020～ 2029)における位置付け

松浦市総合計画は、これから迎える人口減少社会への対応と人口減少にあらがう取り組みとして、市民主体の活動を促進するととも
に市の施策を総合的かつ計画的に実施していくため、市民と行政が、将来ビジョンを共有する「地域社会全体の計画(公共計画)」とし
て策定。
本事業は、総合計画の実施計画における【(5)安心、幸せのまち「産業や生活の基礎を支える道路の整備推進」】として位置付けられ
ている。

3にし～

松濡市構台封爾 ぞettwo29

り 晏綸県松浦市

t5〕 宇,じ・幸こσ〉ます
弾^
，与、

騨翼

6.社会経済情勢等の変化

・西九州自動車道の整備及び観光振興
西九州自動車道の今福ICから調川IC間が平成29年度、調,I“Cから松浦IC間が平成30年度に供
用。また、松浦佐々道路(松潮 Cから佐 I々C)が平成26年度に事業化され、整備が進んでいる。
松浦佐々道路は、長崎県北部に位置し、九州北西部の広域的な連携を図り、地域の活性化に大
きく寄与するとともに、北松地域唯―の幹線道とである国道204号の代替え路線としての機能も有
している。
また、松浦市においては平成31年に日本―の水掲げを誇るアジを生かした「アジフライの聖地」で

あることを宣言し県内外から注目を集め観光客が増加している。

日計画交通量の増加 500台 /日 (新規)→800台 /日 (今回 )
松浦アジフライ
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整備が進む西九州自動車道



御厨町大崎地区振興会 (自治会連合会)からの整備要望経緯

平成12年～平成21年

'(市)西木場女山線の道路改集に関する事業化につし

平成21年度 基本計画の策定

平成22年～平成23年
・(市 )西木場女山線の道路改築事業に関する早期着手についての要望書を受取

平成24年度 事業化決定

平成24年″令和2年

(市 )

地
Ｍ
住
民
の
長
年
に

わ
た
る
強
い
要
望

◆これまで可能な限リコスト縮滅を図つてきたが、事業延長い1189kmのうち、供用済及び工事着手済

の線形改良済区間が、い1.52km(約 80%)となつておりまた、2号橋梁(仮称)女山橋の詳細設計も完了

してるいため、事業効率化に大きく寄与する新たなコスト縮減や代替案の可能性はないも



9.事業の投資効果

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
口道路整備に要する事業費(工事費、用地費)、 道路維持管理に要する費用

〔便益〕
日走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕               、         
・

日西九州自動車道路(国道497号松浦佐々遭路)の事業化により計画交通量が増加

〔マイナス要因〕
日事業費の増 (工法等の変更、労務費や資機材等の価格上昇)
ロエ期の延長(用地取得遅延の工期延長)

◆ B/Cでは計測できない効果
・松浦市地域防災計画 (原子力災害対策絹)における避難路としての機能強化

◆ 2級市道西木場女山線(大崎工区)は、御厨町の国道204号と1級市道横久保川内
線を結ぷ幹線道路で、通行車両、歩行者の安全性、緊急車両の円滑な通行の向
上を図ることを目的としている。

◆事業進捗率は事業費ベースで約7438%[8.97億円/12.00億円](令和2年度末)で
あり、用地進捗率は89“%となつている。

◆事業延長I=1.89kmのうち、供用済及び工事着手済の線形改良済区間が、
L=1,52肺 (約80%)となつておりまた、2号橋梁(仮称)女山橋の詳細設計も完了し
ているため、事業効率化に大きく寄与する新たなコスト縮減や代替案の可能性は
ない。

◆事業費の増加はあるものの、費用対効果は十分に見込まれる。

対応方針

(原案)

項 目
当初評価

(平成23年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 4.67=13.14億円/2.81億円

全事業 1,10=5.50億円/5.05億円 1.01=13.14億円/13,04億円

10.対応方針 (原案 )

継続



再評価結果 (令和 3年度事業継続箇所)

担
.当
 課 :壱岐市 建設課

担当課長名 :山内 龍蔵

書岐市
事業名

1級市道住吉湯ノ本鎮 (立石仲工区)
1. 6 4km起終点 自:堅蕗繁巻農希警朗程者哲鮎 至: 望誘驚巻晟詩悌糊 笠者椰鮎

専業概票……岸
道路改築 L=1,640.Om 計画幅員 胎5.5(7.0)m

H21年度工事着手H21年度用地着手都市計画決定 なしH21年度事業化
1. 1 3km72.6% 用済延長6.9億 業進捗率全体事業費

847台 /日 (H42)計画交通量

[ ]
令和 3年

B

l事業全体l
豊
系
±
〒
確
房

/8.47億円

0.

1.85/8.37億円1. 01
1. 50 走行時間短縮便益:2,60/8.24億円

走行費用減少便益:0.08/0.22億円
事 業 費:1.82/8.27億円
維持管理費:0.03/0,10億円

費用対効果
分析結果

業について感度分析を実施
:B/併0.91～ 1.12(交通量 ±1011)
:B/C=0.94～ 1.10(事業費 ±10%)
:B/併1.00～ 1,01(事業期間±1年 )

B/C=1.35～ 1.66(交通量 ±10%)
B/c=1.30～ 1.65(事業費 ±10%)
B/C=1.49～ 1.56(事業期間±1年 )

業【残事 】

間

)

向上)観光面での周遊性の向上 (主要港から観光名所へのアクセスの
で

らも早期の改良を求められている。に

で の

して行い、令和 6年度の事業完成を目指す。
0%と進捗しており、今年度も902 72.6%で 、用

を図り、令和6年度の事業完成を目指す。のの
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※ 総費用と総便益の値lよ、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
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令和 3年度 第 1
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

ロ

再評価対象事業

ノ本地

主 転■ア争■

汗

道路改築事業
道維-5 1級市道住吉湯ノ本線

(立石仲工区)

壱岐市

再評価
の理由

再評価後変更

・∫
号 手持 ′

(事業主体

く

多う
プ

年_カ

｀
ヽ 1

t■

ざ
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イ
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(一 )

S ヽ

1

審議経過 再評価の理由

I期

事業資
(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初

(H21新規)
H21 H30 4.5 1.06

延長=1.64km
幅員=5.5(7.0)m

第 1回審議

(H30)

事業採択後

10年経過
H21 H33 5.4 1.02

延長=1.64km
幅員=5.5(フ .9)甲

第 2回審議
(R3:今回)

再評価後変更 H21 R6 6.9 1,01
延長=1,64km
幅員=5.5(フ .0)m

2



2.事業の目的・事業概要・事業経過

【事業の目的】
1級市道住吉湯ノ本線は、湯ノ本地区
(温泉保養施設)と口適382号とを結ぶ

壱岐島内の重要幹線道路であり、各保

養施設の整備に伴い、観光大型車輌の

往来が多くなっているが、現況幅員は4.

Om程度しかなく、線形不良箇所も多く
存在するため、本工区を整備することに べ 、

より、交通の安全を確保し、観光産業の
振興および地域の活性化を支援する。

【事業概要】
事業延長 !卜 1,640.Om

道路幅員:W=5.5(7.0)m

設計速度:30km/h(3種4級 )

現況交通量:895台 /ロ
計画交通量:847台 /ロ

事業の進捗率
用地の進捗率

66,7%(事業員ベース)
90.0%(面積ベース)ャ
令和元年度宋現在

掘 準 幅 員
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【事業経過】
事業着手年度 :平成21年度
供 用 延 長 :L二 1,135.Om(武 2.3末現在 )

凧宇 :

赤字」
供用延長
整備延長

【現在の状況日間題点】
●通勤通学路線としての利用
H主要地方道号郷ノ浦沼津勝本線と口道382号

とを接続する路線であり、スクールバスの通行
経路ともなつているため、時間帯により交通量
が集中する。
●観光バス等の大型車鞘の通行が多い。
日宿泊施設や温泉等の療養施設が多い湯ノ本
地区から主要港にアクセスするための経路で

あり、近年の様々な観光振興策等により、観光
大型バスの通行が多くなつているが、道路幅員
が狭く、線形も不良であるため、一般車輛との
離合が困難である箇所も多く危険性が高い。

【整備効果】

●対象路線を整備することで、片側1車線が確
保され、車同士の離合が可能となり、安全性が
向上する。

●走行可能速度の上昇により、主要港ヘアク
セスが向上するため、島内での滞在時間が長
くなり、観光面での波及効果が期待できる。

3
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3.事業の効果・必要性 (地域交通の安全性向上、観光面でのアクセス向上)

【視距の改善Ⅲ幅員の確保】

壱u技市中心き1
(宮′ム`庁が淳在)i

壱岐空港



4.事業の進捗状況①(事業費の増加)

【事業費増】5日 4億円(変更前)→ 6B9億円(変更後)

【事業資増の主な理由】

事業資増の内容 増額 主な増額理由

①工法の変更 約1.2億円

跡要となつたため。   '

②その他 約0.3億円 週休 2日制度等の暮入、労務単価・ 資機材等の単価上昇

合計 約1.5億円

5

5.事業の進捗状況②(事業費の増加)

【横断図】
境 雰

取得困難用地に影響を与えない設計に見遭し

(切土工法→大型ブロック千資工)

服鞘Ь
＼



6.事業の進捗状況C)(完了工期の延長)

【完了工期】R3(変更前)｀ R6(変更後)

【変更理由】
・用地の取得が困難な状況となったことから、設計内容

の見直しの必要が生じ、これに時間を要することとなつ

た。また、工事についても追加で多額の費用を要するこ

ととなつたことから、完了工期の延長が必要となつたも
の 。         r

7

7Ⅲ 上位計画への位置付け再関連事業の状況

0第3次壱岐市総合計画 (2020ダ 2024)における位置づけ

第3次壱岐市総合計画の基本理念として、SDGSの理念でもある「誰一人取り残さない。Jを掲げ、その実現を目指す本市と

しての基本的な考え方を「協岡のまちづくりJとしており、市民一人ひとりの多様性を理解しつつ、寄り添い、ともに助け合ぃ、
果がることを通じて進化を続ける社会を目指して策定。

本事業は、総合計画における【1‐5観光の振興、4‐4社会基盤の充実】として位置付けられている。
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14,580子 13,881 14,170

11,372 11,450t 10,76G

3 15,104 14,244 16.231

16,324 18,0524 15,333

26,0275 28,555 22,810

17,576 18.581| 18,850

23.4727 27,655 24,255

0 38,196 38,524 36,322

18,2289 17,GG8 18,759

10 17,885 19,863 17,188

17,951 19,72281 18,022

16,35012 15,98G 14,900

計 235,89G 230,548 236,786

壱岐市は、福岡から高速船で1時間、長崎空港から飛行機で30分というアクセスの良さを年かし、

様々な観光振興策に取り組んでいる。近年は、島とく通貨等の県・市の観光振興策と供に、150を

超える神社の存在や、一年中釣りを楽しめる点等において、様々なテレビ番組やメディアで取り上

げられ、注目を集めており、また、修学旅行の受け入れも積極的に行つている事から、年々来島す

る学校 (修学旅行生)が増加している状況である。

観光客数集計】 【修学旅行団体集計】

特別指定史跡 原ノ辻復元公園   日本一の猿岩

(各年3月 31日

一年中を通して釣りが楽しめる   150を超える神社

平成18～ 19年

立石仲触公民館、住吉前触公民館、住吉後触公民館からの要望書の提出

平成20年

新規事業化の検討。新規要望

平成21年～現在
事業実施中

9

碑 30 3,624

!J閣酢襲単J 30 3,113

早蔵ね隼 32 3,581

30 3,888平陸
'尊 2,957早威2a争 28

5,374平成20年 37

3,872平成麟 32

命線尭卑 37 4,580

祟等 震  襟 録

平成21年

新規事業化決定
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10j事業の投資効果

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
田道路整備に要する事業費 (工事費、用地費)、 道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・ 走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔マイナス要因〕
日事業費の増 (工法変更、労務費や資機材等の価格上昇)
ロエ期の延長 (用地問題)

11

項 目 当初評価
第 1回再解価
(平成30年度)

今回即価
(令和 3年度)

残事業 3.81=6.21億円/■63億円 4.58=8.47億円/■85億円

全事業 ■06=4.38億円/4.14億円 1,02=6.21億円/6.08億円 1.01=847億円/8.37億円

11.対応方針 (原案 )

日1級市道住吉湯ノ本線 (立石仲工区)は、主要地方道郷ノ浦沼津勝本線と国道382号を結
ぷ幹線道路であり、一般車輛、観光バス等の大型車輌の円滑な通行の向上を図ることを目

的としている。

日事業進捗率は、事業費ベースで約67%(令和2年度末)であり、用地進捗率は900/oとなつ
ている。

・事業延長L=1,640.Omの うち、供用済区間がL=1,135mとなつており、全体の道路設計も完了

していることから、事業効率化に大きく寄与する新たなコスト肖1減や代替案は無い。

日事業費の増加、事業年度の延長はあるものの、費用対効果は見込まれる。

対応方針

(原案 )
継 続

12



再評価結果 (令和3年度事業継続箇所)

の

担 当 課 :長崎市 土木建設課
担当課長名 :平野 仁郎

てヽ に し

長崎市
事業名

出島 日南山手地区
0.4 0km自:整薔驚宴寄許祈群 整蒔猟製島考綿簡蔚至

起終点

事業概票  i
新地町稲田町線 延長 L=400m 幅員 性15m

H14年度用地着手 H26年度工事着手H12年度事業化 都市計画決定 あり
77.1% 0.1 5km41.0億全体事業費

計画交通量 2, 000台 /日 (H42)

[

走行時間短縮便益:48.75/48175億円
走行費用減少便益:4,874.84億円

事 業 費
維持管理費

令和 2年

5.96/52.76億円 77/53.77億 円
5.03/5と 73億円
0.03/0.03億円

費用対効果
分析結果 1. 02

9. 02暢事業)

【残事業】B/C=8.12～ 9.92(交通量 ±10%)
B/C=8.20～ 10.02(事業貴 ±10%)

業について感度分 を実施

B/C=8.67～ 9.28 業期間±1年 )間±1年 )事業期間変動 :B/件0.97～ 1.96

:B/併 0。 92～ 1.12(交通量 ±10%)
事業費変動 :B/C=0.92～ 1,13(事 業費 ±10%)

の における住宅地の生活境改善を図る。

で の

進捗しており、今年度も用地取得及び工事

して行い、電線類地中化を含め令和9年度の事業完成を目指す。
%で、

し

口用地取得に際し字図の修正が必要な土地があり修正手続きに時間を要している。
て いい に

エ

されると

島

て)

ヰ

長 時 界

L=400m W=15.Om
標準断面図

歩 道

※ 総費用と総便益の値は、 示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



令和 3年度 第5回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

再評価対象事業

亀i峰
街路事業

道維-6 出島 口南山手地区
(新地町稲田町線)

手 誓浄:壁書
警
・
4‐

・守竜事業主体 長崎市 瀑 ,ぉユ

再評価
の理由

心 (
ｉ Ｎ

隷

再評価後変更

i藤, そI1lξ

iゴ・善

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業資

(億円)
B/C 概要

着エ 完了

当初 S62 2.5 自路L=140m(片淵町松ケ枝線)

第1回審議
(H15)

再評価後
5年経過

S58 H19 7200 205
芭路L=640m(片淵町松ケ枝線)
芭路L=400m(新地町稲田町線)

第2回書臓
(H20)

再評価後
5年経過

S58 H23 6■ 9 2.23
芭路L=640m(片淵町松ケ枝線)
芭路と=400m(新地町稲田町線)

第3回審議
(H25)

再評価後
5年経過

S58 H29 61.9 1.45
直路L=640m(片淵町松ケ枝線)
直路L=400m(新地町稲田町線)

第4回審議
(H30)

再評価後
5年経過

S58 H34 410 1.26 遭路L=400m(新地町稲田町線)

第5回審議
(R3:今回)

再評価後
変更

S58 R9 41.0 1.02 遭路L〓400m(新地町稲田町線)



3.目 的・事業概要旧これまでの経緯

街路事業 (出島 B南山手地区)
L=400m w=15市

22

事業進捗率 :77.1%
用地の進捗率:90,7%

イ

起点 長崎市籠町地内

【供用区間】L=150m【 整備中区間】LE250m

終点 長時市稲田町地内

長崎市中心部における慢性的な交通渋滞の緩和及び
斜面地における住宅地の生活境改善を図る。

4.事業の効果・必要性

工前 日 用 況 写真

着工前

供用後 (R3.4)

辱 着工前

現況 (R3.4)

4



5.事業の進捗状況

【完了工期】
R4→R9(変更)

・用地交渉が難航しており収用手続きに時間

を要すること。

・境界確定に非協力の関係者がいるため、筆

界特定制度を用いた境界の確定に時間を要

すること。

用地交渉難航及び筆界未定箇所

仄

9.事業の投資効果

◆ (B/C)

〔費用〕
日道路整備に要する事業費(工事費、用地費)、 道路維持管理に要する費用

〔便益〕
・ 走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔マイナス要因〕
日事業期間の延長(用地解決の遅延)

今回評価

(令和3年度 )
前回評価

(平成30年度)
項 目

9.02=53.77億円/5.96億円6.21=59.89億 円/9.64億 円残事業

1.02=53.77億円/52.76億円全事業 1.26=59.89億 円/47.44億円



10.対応方針 (原案 )

◆長崎市中心部における慢性的な交通渋滞の緩和及び斜面地における住宅地
の生活境改善を図るため整備するものである。

◆事業進捗率は事業費ベースで約77.1%であり、用地進捗率は面積べ■スで
約9d7%となつている。

◆事業期間の延長となるものの、無電柱化(電線共同溝)事業も併せて整備す
ることで防災面バリアフリー面においても効果が見込まれる

対応方針

(原案)
継続



再評価結果 (令和 3年度 )

※水色のセル箇所を入力すること。

※他の課の「行」は、「非表示」にすること。

B/C

事
業

の
効
果
等

担当課長名

事栗
主体
長崎県

茂木港改修事業 零莱
区分
港湾事業事業名

延長起終点
長
長
自
至
崎県長崎市茂木町
崎県長崎市茂木町

茂木港茂木地区へ係留施設の物揚場(…3m)(1)130m、 物揚場(-3mX2)180m、 水域施設の泊地(―
3.Om)(1)12,000ド 、泊地(-3.Om)(2)14,000ドを整備する。

茂木港の漁船の大型化に伴う既存施設の能力不足 (物揚場水深、泊地水深)を解消し、漁業活動

の円滑化を図る。また、潮位差に対応した施設整備により作業の効率化、漁業就労者の労働環境の改

善を図る。

轟.
お
´

所

事

エ H     24年 1

序
路

工期 嘱
プ :了 R

当初 4,7

i終 12.9 ¬
事業費

]

基準年度 H23年 度ユ
〓 初 4.07 総便益(B) 8.3 総費用(C)

総費用(C)14.4 基準年度 R 3年 度R3再評価時点 1.53 総便益(B)

の

日漁業作業コスト削減便益
日漁船耐用年数向上便益

の

B準備日陸揚用の物揚場(-3m)(2)は、180m中 120mが供用 (R3)中 。残事業は令和8年度完了を目指
地←3.0市 )(2)は平 5 度に完成。-3

て
早
素

に

よ

る

環

境

賞

化

・特になし

a変化なし

の



・事業を実施することで、十分な投資効果があると判断できるため継続事業と考える。

日事業評価手法の見直しについては、事業効果も確認できることから特に見直す必要は無いと考える。

B特になし



令和 3年度 第 1回
長崎県
ノム`其事業評価監視委員会

再評価対象事業

港湾-1 茂木港改修事業

長崎県

再評価
の理由

事業採択後10年経過

！
ぺ
，

【

一
一
´

事業主体

Ｎ奉

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初

(H24新規 )
H24 H28 4.フ 4.0フ

(茂木地区)
物揚場(-3mxl)130m
物揚場(-3mx2)180m
,自地(‐3mxl) 12′000m2
,白地(-3mx2) 14′ 000m2

第 1回審議
(R3)

事業採択後
10年経過

H24 R8 12.9 1.53

(茂木地区)
物揚場(い3mxl)130m
物揚場(‐3mx2)180m
,白地(-3mxl) 12,000m2
)自地(-3mx2) 14′000m2



2.目 的・事業概要 Eこれまでの経緯

◆目的

茂木港の漁船の大型化に伴う既存施設の機能不足(物揚場水深、泊地水深)を解
消し、漁業活動の円滑化を図る。また、潮位差に対応した施設整備により作業の効
率化・漁業就労者の労働環境の改善を図る。

◆事業概要
物揚場 (二3m)(1)130m
物揚場(-3m)(2)180m
泊地(-3m)(1) 12,000m2
泊地(-3m)(2) 14,000m2

◆事業経過

平成24年度 事業化

平成25年度 工事着手
泊地浚渫完了

令和3年度 物揚場126m整備済

事業進捗率 50,496(事業費ベース)

Ⅷ

口■B整備中

H整 備済

3,事業の効果・必要性

(整備後)

適正な水深が確保されておらず、船舶の損傷が発生する
恐れがある。

適正な水深の確保により船舶の損傷が回避。

物揚場(-3m)(1)、 物揚場(-3m)(2)
(整備前)

整備により準備、陸揚げ等の作業の効率化。干満の差が32mあることから、漁業活動の水揚や準備作業
に支障をきたしている

(整備後)



◆事業費の見直し

4.7億円 (当初)⇒ 12.9億円 (今回)

当初 変更

半

事業費増の内容 増額 主な増額理由

①工法の変更 約7.9億円
・当初、係留方式を県内での実績を基にガイドレール式としていたが、詳細設計の

結果、杭式ヘエ法変更する必要が生じたため事業費が増額となつた。

②労務費、資機材等の価格上昇 約0,3億 円 労務費や資機材等の価格上昇により事業資の見直しを行つた。

計 約8.2億円

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

◆事業期間の見直し

【完了工期】H28(当初)→ R8(今回)

〔要因〕    .
・詳細設計の結果、浮体の係留工法の見直しによる事業費の増。
・物揚場改良に伴い当該施設を利用する漁船のシフトが必要となるため、年間の整備可能な浮体を2函/年として事業期間を
見直し。



5.事業の投資効果

項 目
前回評価

(平成24年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 2.90=16.4億 円/5,7億円

全事業 4.07=18.3億 円/4.5億円 1.53=22.0億円/14.4億円

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
日泊地浚渫、物揚場改良の整備に要する事業費(工事費)、 施設維持管理に要する費用

〔便益〕
口水産物生産コストの削減効果
ヽ漁船耐用年数向上便益

〔マイナス要因〕
・事業費の増 (工法の変更)
・事業期間の延長 (事業費の増)

◆ B/Cでは計測できない効果
・高齢化する漁業従事者の陸揚日準備作業負担軽減

◆ 本事業は、漁船の大型化に対応した機能強化を図る事業で、整備により作業の円滑化、
効率化及び高齢化する漁業者の安全性の向上に資するものである。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで50.4%[6.5億円/12.9億 ](令和2年度末)となつている。

◆ 泊地浚渫は平成25年に完了、漁船の安全性が確保され、一定の効果を発現している。

◆ 地元漁業協同組合より、物揚場改良についても整備促進の要望がある。

◆ 事業費の増額、期間の延長はあるものの、費用対効果が十分に見込まれる。

対応方針
(原案)

6.対応方針 (原案 )

継続



再評価結果 (令和 3年度)

※水色のセル箇所を入力すること。

※他の課の「行」は、「J梓表示」にすること。
※必要に応じて改変しても構いません。

事業費

B/C

港 解i-2

担当課 長崎港湾漁港事務所港湾課

担当課長名 頑 曝 正 一

事業名
池島港改修事業 事莱

区分
港湾事業

事栗
主体
長崎県

起終点
自:長崎県長崎市池島
至 :長崎県長崎市池島

延長

事業概要
池島港池島地区
北防波堤 60m、 南防波堤(改良)100m

池島港は、本土との定期船が就航する島唯―の島民の生活に欠かせない港湾であるが、北側から

の冬季風浪や土砂が流れ込みにより定期船の運航に支障となっている。また、南側からの波浪を抑え

る防波堤は、基礎の洗掘などの老朽化がみられている。
このため、北防波堤の延伸、南防波堤の改良を行い、定期船の安全な航行環境の整備による人流

L

物流機能の安定化を図る。

事業概要図  |

1  義R
池島港

■ ●

南防波堤 (改良) 北防波堤

工期
看 エ

冗 了 8

当初 7.0

最 終 2

当 初 2.14 総便益(B)12.81悪 円 総費用(C)6.0 ¬ 基準年度 H23年 度
R3再評価時点 1.21 総便益(B) 円 総費用(C)24.8 ¬ 基準年度 R 3年 度

事
業

の
効
果
等

日代替輸送による人員輸送コスト削減効果便益
日被災時の施設復旧コスト削減便益

事業の発現状況           |
・北防波堤は40mが概成、南防波堤と併せて令和8年度の完了を目指し事業進捗を図る。

手
業

に

よ

る

環

境

魔

化

・特になし

口近隣の高島と端島 (軍艦島)の炭坑が世界文化遺産の構成資産となり池島の炭鉱体験が着目され、

体験ツアーが開催されている。



口事業を実施することで、十分な投資効果があると判断できるため継続事業と考える。

B事業評価手法の見直しについては、事業効果も確認できることから特に見直す必要は無いと考える。

日特になし



令和 3年度 第 1
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

ロ

再評価対象事業
0

西れ 西薄市

‐
'fれ クイ,

をォ11 ltl■ 鱗　ｍ
小　　艤
一　　　
　　
魏
▲

鏡ね`島

港湾-2 池島港改修事業
長崎県

池島港

0 ⅢⅢ‖ク▲

事業主体 長崎県

事業採択後10年経過

大野浜海浜公醸

`

ftt ri,!七

土佐買出

再評価
の理由 Ｎ奉

島―

(〉

ぱぎ

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業買

(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初

(H24新規)
H24 H28 フ.0 2.14

北防波堤L=60m
南防波堤(改良)L=100m

第 1回審議
(R3)

事業採択後
10年経過

H24 R8 23.0 1,21
北防波堤L=60m
南防波堤(改良)L〓 100m



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

◆目的

池島港は、本土との定期船が就航する島唯―の島民の生活に欠かせない港湾である

が、北側からの冬季風浪や土砂の流れ込みにより定期船の運航に支障となつている。ま

た、南側からの波浪を抑える防波堤は、基礎の洗掘などの老朽化がみられている。

このため、北防波堤の延伸、南防波堤の改良を行い、定期船の安全な航行環境の整備

による人流・物流の安定化を図る。

事業進捗率 46.596(事業資ベース)

◆事業概要

北防波堤 60m

南防波堤(改良)100m

◆事業経過

池島港

平成24年度 測量日調査 B設計

平成25年度

令和2年度

北防波堤、南防波堤(改
良)I事着手

令和3年度 事業採択後10年経過

南防波堤(改良) 北防波堤

3.事業の効果田必要性 (北防波堤 )

<現 状 >
北側からの波浪や土砂の流れ込みにより航路が埋墓。

⇒定期船は航路の南側を通航する「操船制限」が

発生するなど、安全な航行が困難。

(整備前 )

土砂の流入による
航路の埋基が発生

<整 備効果 >
整備により波浪及び上砂の流入を低減が可能とな
り航路の埋塞を回避。

⇒航路の安全性が向上し、定期船の安全な航行が

可能も    
‐

(整備後 )

整備前 状況写真   (港内側)
構断錮

主砂堆積

―
=耳革馬十

一

南防波堤 (改良 )
北防波堤

(ヌきタトl貝J)



3.事業の効果・必要性 (南防波堤 )

~   <現
状 >

整備から43年が経過し、本体工のひび割れ等や
基礎の洗掘がみらる。

⇒令和元年台風17号、令和2年台風9号で本体

工が転倒する被災を受け、航路の運休が発生。

<整 備 効 果 >
防波堤の機能強化を国り、港湾機能を確保する。

⇒定期船の安全二安心な航行環境の確保により航路の

安定化、島民の生活の安定が図られる。

吟

台風時波浪状況(平成30年台風7号 ) 被災状況②(令和2年9月 台風9号 )

整備前断面

南防波堤

港外側

南防波堤(改良)
(イメージ)
整備後

4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

◆ 事 業 費 の 見 直 し 70億 円(当初)→ 230億円倫 回)

工種 事業費増の内容 増額 主な増額理由

北防波堤
南防波堤 (改良)

・本体幅の増
・背面の被覆工の追加
・消波ブロックの重量増

約 125億円

当初は、既設及び隣接する防波堤に被災歴がないため、隣接
防波堤等の波高を基に断面を想定していたが、波浪推算の結果、
前面の海底勾配の変化等により波高が増大したことで本体幅が
大きくなり、また、背面に被覆工の追加、消波ブロックの重量
増が必要となつたことで事業費が増額となつた。

・労務費、資機材等の価格上昇 約 3.5億 円 ・労務費や資機材等の価格上昇により事業費の見直しを行つた。

計 約 160億円



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

◆ 事 業 費 の 見 直 し 70億 円(当初)⇒ 230億円 (今回)

<北防波堤>
(当初 )

<南防波堤 (改良)>

(当初)

(今回)

コ
範一̈
一

(今回)

▼  ..は
、, 家    電,

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

◆事業期間の見直し

【完了工期】H28(当初)→R3(今回)

〔工期延伸要因〕

・詳細設計の結果、改良断面の見直しによるり事業費の増。



5.事業の投資効果

項 目
前回評価

(平成24年度 )

今回評価

(令和3年度 )

残事業 3.02=30.2億 円/10.0億円

全事業 2.14=12.8億 円/6.0億円 1.21=30,2億 円/24.8億円

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
港湾施設整備に要する事業費、港湾施設維持管理に要する費用

〔便益〕
口代替輸送、維持浚渫、施設復旧にかかるコスト削減

〔マイナス要因〕
H事業費の増
・事業期間の

(構造の見直し)
延長(事業費の増)

〔その他の要因〕
・長崎市主催による池島炭鉱体験ツアー開催されている。

◆ B/Cでは計測できない効果
日住民の安心度の向上

◆ 池島港は、池島で唯―の人流E物流機能を有する港湾で、防波堤の整備は島民の

安定した生活環境を確保するための重要な事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約46.5%[10,7億円/23.0億円](令和2年度末)となつ
ている。

◆ 長崎市や定期航路事業者より事業促進の要望がある。

◆ 事業期間の延長、事業費の増はあるものの、費用対効果が見込まれるも

対応方針

(原案)

6.対応方針 (原案 )
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